
Ⅰ．はじめに

　9.11 テロ事件では，テロの容疑者を自国領域
内に匿ったという程度の関与で，テロリストの
武力行為の責任がアフガニスタンに帰属すると
いえるのか，という「帰属」の観点が問題とさ
れた．このような「黙認」程度の消極的関与で
は，ニカラグア事件 ICJ 判決1）が示す「帰属の
基準」を満たさないとして，米国のアフガニス
タン攻撃は多数の学説から批判された2）．
　他方で，このテロ行為が，その烈度の観点か
ら，同 ICJ 判決の示す「規模と効果の基準」を
満たすか否かという点については比較的問題と
はされなかった3）．それは，このテロが，犠牲
者数，発生地，攻撃対象，攻撃方法，等，様々
な角度から見て重大性を有する規模であった
ことに，諸国や学界の間で概ねコンセンサスが
あったからであると思われる4）．
　しかし，一事件の評価というよりも，より
広く，自衛権の一般的枠組みの考察に比重が
置かれるようになるにつれ，「規模と効果の基
準」に関する研究も重要性を増しているよう
に思われる．例えば，Gray は 2004 年の著書
International Law and the Use of Force の 第 2 版
の中で，次のように述べる．「侵略の定義によ
れば，9.11 テロ攻撃は明らかに十分な重大性

（sufficient gravity）を有しており，憲章第 51
条の『武力攻撃』を構成する．残された問題は，
在外自国民に向けられた，より小規模なテロ攻
撃（smaller scale terrorist attacks）に 対 す る

自衛権行使をどれだけ多数の国が受け入れるか
ということである．」5）つまり，9.11 テロと比べ，
様々な角度から見て，小規模なテロが国外で発
生したような局面において，「規模と効果の基
準」が自衛権発動の可否を判断する際，特に重
要になるという．
　確かに，2001 年と 1998 年の米国によるアフ
ガニスタン攻撃の事例を比較してみると，両
者は，自国領域内におけるアルカイダの組織
的活動を「黙認」するアフガニスタンに対して
米国が自衛権を行使した事例であるので，「帰
属」の側面からは同一性質の事例であるといえ
る．しかしながら，後者は前者ほど，国際社会
からの支持を得られなかった．この点，浅田は
2006 年の論文の中で両者の相違点として，第 1
に，「被害の甚大さとその衝撃」（死傷者数等）
を，第 2 に「テロの発生場所」（国内か国外か）
を挙げ，これらの要素が諸国の法意識の中で

「武力攻撃」概念に，すなわち自衛権発動の可
否に関係しているのではないかと推察する6）．
　このように複数事例を比較評価すれば，「帰
属」の観点だけでは合法性の決定要因につい
て整合的に説明できない場合もある．そこで，
テロの場合における自衛権行使の要件につい
て，より一般的な枠組みを検討する際，9.11
テロ事件では争点にならなかった上記諸要素
にも注目が集まるのである．さらに，ニカラ
グア事件 ICJ 判決が，侵略の定義決議を引用
しながら，「武力攻撃」該当性の基準として

「帰属の基準」と並び「規模と効果の基準」に

テロ支援国家に対する自衛権行使の「規模と効果の要件」

近　　藤　　　　　航



58 横浜国際社会科学研究　第 14 巻第 4 号（2009 年 12 月）

も 言及 し て お り，又，Gray の 前掲書第 3 版
（2008 年）によれば，近年の国際裁判等でも同
判決の重要性が再確認されていることから7），
上記諸要素と「規模と効果の基準」との関連
性が，「武力攻撃」概念の内実を解明するため
の重要な問題として浮上するのである8）．
 こ の 点，Gray は「場所」（place），「時間」

（time），「攻撃 の 衝撃」（impact of the attack）
を「規模と効果の基準」の要素として挙げる．
Stahn も，後 2 要素の「時間」（duration），「損
害」（injury）を挙げるが，「場所」については
その要素とはみなさない9）．このように，学説
上，この基準の要素について必ずしもコンセン
サスは無く，それは ICJ 自身がこの基準の仔細
について言及していないことによるものと思わ
れる．
　もっとも，Gray と Stahn が共に，「規模と効
果の基準」の淵源として，侵略の定義決議第 2
条「十分な重大性を有する行為又は結果」を指
摘していることは興味深い10）．侵略の定義決議
は，9.11 テロに関する学説の中でも，「帰属の基
準」の内実を解明するための手掛かりとして多
数の学説の中で取り上げられているが 11），「規
模と効果」の内実を解明する素材としてはまだ
十分に掘り起こされていない．実際，Stahn や
Gray も同決議の起草過程の言及には乏しく，

「十分な重大性を有する行為又は結果」の基準
が導入された背景理由やその成立の経緯・意
義，この基準と上記諸要素との関連性は，十分
に明らかにされていない．
　そこで，本稿ではまず，同決議の起草過程を
調査し，これらの点に関する起草者意思を探る 

（Ⅱ．参照）．その結果，特に「時間」と「場所」
の要素と，第 2 条の基準との関連性は，十分に
認められないことが示される．しかし，「時間」
と「場所」は我々の住む世界の物理的座標軸で
あるので，これらが物理的基準としての「規模
と効果の基準」と何らかの関連性を有する可能
性はありえよう．又，そのような関連性を示唆
する「起草者意思」は十分確認されなくとも，

テロと自衛権に関する「その後の国家実行」や
「学説」を通じて，これらの要素と「規模と効
果の基準」の関連性が認められる可能性もあり
えよう．そこで，そのような観点から，「国家
実行」12）と「学説」を検討する（Ⅲ．とⅣ．参照）．
最後に，この基準の要素としての「損害」，「時
間」，「場所」の妥当性を，Stahn らの見解との
共通点と相違点を示しながら述べる．そして，

「規模と効果の基準」が「帰属の基準」と並ぶ
意義があるのか，問題点があるとすれば，いか
にそれを克服できるかという点を述べる（Ⅴ．
参照）．

Ⅱ．�侵略の定義決議第 2条「十分な重大性を
有する行為又は結果」の起草経緯

　Gray と Stahn によれば，侵略の定義決議第
2 条「十分な重大性を有する行為又は結果」の
起源は，1972 年にフィンランドが提案した de 
minimis 条項（clause）13）で あ る．実際，同決
議の起草にあたり，同年のフィンランド代表を
務めた Bengt Broms も「1972 年の de minimis
条項はフィンランド代表が提案したものであ
る」と述べている14）．このフィンランド案は，
いかなる「間接的な武力行使」15）が「侵略概念」
に含まれるのかという議論の中で，次の通り
Broms により提案されている16）．
　「非公式交渉グループが一般的合意に達しな
かった問題は他にもある．間接的な武力行使に
関して 2 つの案が提案された．厳密に検討して
みると，これらを生産的な方法で組み合わせる
ことができるように思える．フィンランドの見
解としては，これら 2 つの案は単に強調する点
が異なっているに過ぎない．すなわち，第 1 案
が犠牲国の立場を強調するのに対し，第 2 案は
間接侵略行為へのいかなる方法による参加も慎
むべき国家の義務を強調するものである．実際
には，これら 2 つの側面は相補的なものである．
この点に関し，これらの規定を以下のテキスト
で補うことが有益であろう．『しかしながら，
安全保障理事会は，特定の場合において，問題
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となっている行為が，その意図又は程度（intent 
or extent）のいずれかの観点から，当該行為
を正当化しえないほど小さい場合には，侵略行
為の決定を慎むことができる．』」17）（下線は筆
者による．）
　すなわち，間接的な武力行使に関する第 1 案
と第 2 案の対立を，両案相補う形で建設的に解
決するために，下線を付した 2 重括弧内の「テ
キスト」を deminis 条項として侵略の定義に付
け加えることがフィンランドにより提案された
のである．
　ここで，第 1 案（1972 年）とは，1969 年ソ
連案と非同盟 13 カ国案に則したものであり，
侵略の定義に含まれる間接的な武力行使を次
の通り規定する．「他国領域内に侵入する武装
集団，不正規兵，又は傭兵の国家による派遣で
あり，用いられる武力とその状況とが，憲章第
51 条に想定される武力攻撃に相当するもので
ある．国家が，その自国領域において，他国に
よって組織又は支援された不正規兵，義勇兵や
武装集団による破壊活動とテロ行為の両方若し
くはそのいずれかの被害国となった場合は，憲
章第 51 条の下で他方の国家に対する個別的若
しくは集団的自衛権に訴えることなく，その存
在及び制度を確保するために適当かつ十分なあ
らゆる措置をとることができる．」18） これに対
し，第 2 案（1972 年）と は，1969 年西欧 6 カ
国案（米，英，日，加，豪，伊）に即し，1970
年に採択された友好関係原則宣言武力不行使原
則第 8，9 項と同一内容であり，次の通り規定
する．「いずれの国も，他国の領域に侵入させ
る目的をもって，傭兵を含む不正規軍又は武装
集団を組織し，又，その組織を奨励することを
慎む義務を負う．いずれの国も，他国において
内戦の行為又はテロ行為を，組織し，教唆し，
援助し又はそれらに参加すること，又，かかる
行為の実行に向けられた自国領域内における組
織的活動を黙認することを , 右の行為が武力に
よる威嚇又は武力の行使を伴う場合には，慎む
義務を負う．」

　つまり，両案は，国家が私人の武力行為にい
かなる関与をした場合に，私人の行為が国家の
行為とみなされるか（帰属するか）という「帰
属の基準」を示している点で共通する．しかし，
第 1 案が，「派遣」に満たない国家関与では私
人の行為は国家に帰属しないとするのに対し，
第 2 案は，「派遣」のような積極的関与（作為）
のみならず，「黙認」のような消極的関与（不
作為）でも帰属しうるとする点で，両案は異な
る19）．
　この「帰属の基準」に関する対立の原因と解
決までの経緯について研究した森本は，この対
立が 2 つの方策により解決されたと指摘する20）．
第 1 の方策は，「例示列挙方式」の採用である．
すなわち，1972 年の第 1 案と第 2 案から発展
した 1974 年の侵略の定義決議最終案第 3 条は，

「派遣」と「実質的関与」以外の関与を明記し
ていないが，その代わりに，それら以外のもの
も侵略行為に含めうるとする第 4 条が成立した
のであるという．第 2 の方策は，「実質的関与」
という意味の「曖昧な用語」の採用である．す
なわち，両陣営は，「非国家主体に対する国家
関与の基準を曖

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

昧化させるために『実質的関与』
という文言を用いることで妥協に至った」（傍
点による強調は筆者による）のであるという．
　森本が示したこれら 2 つの方策に加え，上記
フィンランドの提案は，第 3 の方策と位置付け
られよう．すなわち，「行為の意図又は程度」
に関する deminis 条項の採用である．フィンラ
ンドは，第 2 案に配慮して，「派遣」に至らな
い程度の関与であっても「侵略」概念に含まれ
うるが，その代わりに，問題とされる間接的な
武力行使が「意図又は程度（intent or extent）
のいずれかの観点から，当該行為を正当化しえ
ないほど小さい場合」には「侵略」概念から除
外されうるとして，第 1 案に配慮したのである．
つまり，「帰属の基準」の緩和可能性を認める
代わりに，「行為の意図又は程度の基準」を設
けて，「侵略」該当性の基準の厳格性を保とう
としたのである21）．第 1 の方策が，侵略の定
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義決議に明記されていない行為であっても「侵
略」概念に加えられる可能性を残すものである
のに対し，第 3 の方策は，侵略の定義決議に明
記されている行為であっても「侵略」概念から
除外される可能性を残すものである，という点
において両方策は対をなすものといえよう．
　なお，上述の通り，1972 年のフィンランド
案の deminis 条項は，「行為の意図」と「行為
の程度」の両方に言及している．前者は内心
的・心理的要素 で あ り，後者 は 外形的・物理
的要素であるといえよう．性質の異なる両者
は，翌 1973 年案には別個の条文の中で規定さ
れている22）．すなわち，前者については，同年
案第 2 条が次の通り規定する．「憲章に違反し
て武力を最初に行使することは侵略行為の明白
な（prima facie）証拠となる．しかしながら，
安全保障理事会は，そのような決定が，関係諸
国の目的（purpose）を証拠として含む，その
他の関連事情に照らして，正当ではないとの結
論を，憲章に従って導くことができる．」後者
については，同年案第 4 条第 1 文が次の通り規
定する．「上記の諸行為は，網羅的ではなく，
又，問題の行為があまりにも小さいために（too 
minimal），安保理による侵略行為の決定が正
当性を得られないような場合に，安保理がそれ
を慎むことを妨げるものでもない．」
　このような 1973 年案に対しては，内心的・
心理的要素は主観的であり，立証が困難であ
るから，侵略の定義決議に挿入すべきではない
と多数の国が反対した23）．その結果，第 2 条か
ら「目的」という用語が削除されると共に，第
4 条第 1 文が第 2 条に吸収され，1974 年最終案
第 2 条は，外形的・物理的な「行為とその結果」
に関する deminis 条項を強調する形で次の通り
成立した．「憲章に違反して武力を最初に行使
することは侵略行為の明白な証拠となる．但し，
安全保障理事会は，侵略行為がなされたとの決
定が，問題となっている行為又はその結果が十
分に重大ではないという事実を含む，その他の
関連事情に照らして，正当ではないとの結論を，

憲章に従って導くことができる．」
　但し，「その他関連事情」の意味を巡っては，
これに「目的」のような内心的・心理的要素が
含まれないとする見解24）に対し，含まれると
する見解25）も最後まで根強く主張された．そ
して，この要素に関する対立解釈が残されたま
ま，採択されたのである．
　このような対立解釈を残す形で同決議が成立
したことは，自衛権の「武力攻撃」の解釈にも
影響しているように思われる．例えば，Gray
は，ニカラグア事件 ICJ 判決が示した「武力
攻撃」該当性の基準について，「第 1 の識別基
準（distinguishing features）は，攻撃 の『規
模 と 効果』（‘scale and effects’）で あった．す
なわち，この公式は，侵略の定義から『行為又
は結果が十分な重大性を有さない』場合を除外
するものと同様のもの（comparable to）であ
り，場所と時間の規模と共に，攻撃の衝撃の規
模を包含するものであるようにみえる．…第 2
の識別基準は，より不明瞭なものである．すな
わ ち，攻撃 の『状況 と 動機』（‘circumstances 
and motivations’）で あ る．…動機（motive）
や意図（intent）の要素は，侵略の定義の起草
過程において，よく議論されている」と述べる．
この第 2 の識別基準は，ホンジュラスとコスタ
リカに対するニカラグア軍の越境侵入が，「武
力攻撃」に該当するか否かを判断する際，ICJ
が次の通り述べたことによる26）．「ホンジュラ
スとコスタリカについてみるならば，裁判所は
又，…これら 2 つの国の領土への越境侵入が，
ニカラグア政府の責に帰するものであることが
立証されると述べた．しかし，これらの侵入の
状況又はその動機 （the circumstances of these 
incursions or their possible motivations）に 関
して，裁判所が入手しうる情報がほとんどない
ため，法的にみて，…ニカラグアによるどちら
かの国若しくは両国への『武力攻撃』になると
みなしうるかどうかを，決定することが困難に
なっている．」
　ここでいう「状況と動機」の基準が，自衛権
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の要件として言及されたものかどうかは，「状
況」という用語が要件を定めるものとしては一
般的に過ぎるため，疑問も残る．又，ICJ 判決は，
自衛権 に つ い て，「適用法規」（paras. 193─201）
と「本件事実の法的評価」（paras. 229─239）に分
けて論じているが27），自衛権行使の要件に関す
る枠組みを説明する前者の部分で「規模と効
果」の基準が言及されているのに対し，「状況
と動機」の基準は，後者の部分でのみ言及され
ている．又，学説上も，自衛権の要件として

「状況と動機」の基準に特に言及しない論者も
いるし28），Gray のようにこれを「規模と効果」
の基準に次ぐ基準として挙げる論者もいる．い
ずれにせよ，内心的・心理的基準を含む「状況
と動機」の基準とは別の，外形的・物理的基準
として「規模と効果」の基準は理解されよう．
　以上を踏まえ，侵略の定義起草過程が示唆
する「規模と効果」の要件の意義は次のよう
に要約できる．第 1 に，「規模と効果」の基準
の淵源とされるフィンランド案（1972 年）の
deminis 条項は，間接的な武力行使の「帰属の
基準」に関する対立解釈を解決するための方策
として，「帰属の基準」を補足する基準として，
挿入されたものであった．
　第 2 に，フィンランド案の deminis 条項は，
内心的・心理的要素である「行為の意図」と外
形的・物理的要素である「行為の程度」という
2 つの要素を含んでいた．このうち，後者が，
ニカラグア事件 ICJ 判決の「規模と効果」の基
準の淵源になっていると思われる．
　もっとも，「規模と効果」の基準が「武力攻
撃」概念の外形的・物理的基準であるとしても，
その具体的内容として，Gray や Stahn が指摘
するように，「損害」，「時間」，「場所」の要素
を含むという主張には，幾つか問題があるよう
に思われる．まず，「時間」と「場所」の要素
については，管見の限り，侵略の定義起草過程
に関する国連文書の中でも，先行研究の中で
も29），第 2 条「十分な重大性を有する行為又
は結果」の具体的要素として起草委員会で正

式に合意されたという記録は見当たらない30）．
「損害」に つ い て は，第 2 条「結果 の 重大性」
がこれを意味すると文言解釈するのは自然であ
ろうが，理論上，自衛権の要件となりうるかど
うかは以下で更なる検討が必要であろう．

Ⅲ．「結果」の重大性

　「武力攻撃」該当性の基準のひとつとして，
「損害」の規模が重要であるとする説と，逆に，
「損害」の規模に関する基準は存在せず，これ
は自衛権の要件ではないとする説がある．後者
は，「損害」が発生する以前の「行為」自体を
重視する．
　「損害の規模」の重要性を主張する説として，
Stahn，Beck & Arend，Knauft，Gray の他に，
例えば，Murphy は次のように述べる31）．「9
月 11 日の事件を米国に対する『武力攻撃』で
あるとする主張はより説得力がある．第 1 に，
事件の規模（scale）は確かに軍事攻撃の規模
と同様（akin to）であった．事件による破壊

（destruction）は，1941 年 12 月 7 日 の 日本 の
真珠湾攻撃に匹敵するほど劇的なものであっ
た．米国の金融センターの中核である有名なツ
イン・タワーを全壊させ，米国の軍事中枢に深
刻な損害（severe damage）を与えたのである．
さらに，この事件による死亡者数（death toll）
は真珠湾事件のときよりもひどい．一日の米国
人の死亡者数で同規模（same scale）のものを
探そうと思えば，米国の南北戦争まで遡らなけ
ればならない．事件の影響は深刻である．米国
全土を強烈な恐怖が駆け巡り，民間航空交通は
一時中断し，ニューヨーク証券取引所は 6 日間
の閉鎖を余儀なくされたのである．証券取引再
開後も，米国株式市場は史上最大の下げ幅を経
験したのである．」
　これに対し，「損害」の規模の基準は存在し
ないとする見解として，例えば藤田は，一方で，

「民間航空機をナイフなどでハイジャックした
行為は普通武力行使に当たらないとしても，そ
の航空機を建物に衝突させる行為は（航空機を
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武力ないし兵器と化した）武力行使ないし武力
攻撃に当たらなくもない」と述べ，「航空機を
建物に衝突させる行為」自体が「武力攻撃」と
みなされうるとする32）．他方で，「この行為に
より，重大な被害── 6 千人に及ぶ人的被害（大
部分が米国人だが，多数の国籍の外国人を含む）
および物的被害──がもたらされたことは，従
来のテロ行為による被害の程度のレベルを超え
ているとも言われた．しかし，武力攻撃とみな
すために必要な被害の程度をはかる基準は法
上存在しない」と述べ，「被害」の規模（程度）
は，「武力攻撃」該当性の判断基準ではないとす
る33）．この藤田の見解を引用して，松井も「今
回の事件のようなテロ攻撃は，規模としては国
家間の武力攻撃に匹敵するということができる
かもしれない．武力攻撃とみなすことができる
ための被害の程度については，国際法上の基準
は存在しないのである」と述べる34）．
　藤田や松井は，その論拠を詳述していないが，
彼らが指摘するように，「武力攻撃」該当性を

「損害の規模」ではかることには問題があるよ
うに思われる．例えば以下の点である．
　第 1 に，田岡は，「自衛権は本来個人の財産
および生命，または国家の領土およびその国民
の生命財産を，外からの加害行為に対して護る
ために存在する権利である．この権利を，損害
の発生したときに始めて行使できるとするのは，
この権利の実際的価値をいちじるしく減殺する
ものであり，場合によっては無価値と化するも
のである」と述べ，「武力攻撃の発生」と「損害
の発生」とを同一視する解釈を否定する35）．つ
まり，「損害の発生」を自衛権発動の要件とす
ることは，「権利の存在意義」を認めておきな
がら，それを無価値としうるような「権利の発
生要件」を認めることになるため，法理論上矛
盾するし，憲章第 51 条の文言解釈にも反する
という．この田岡の指摘は，テロの場合にも当
てはまるであろう．
　第 2 に，「損害 の 規模」を「武力攻撃」該当
性の基準とすることは，自衛の理論と国連の集

団安全保障の理論を混同するものであろう．す
なわち，田岡が指摘する通り，自衛権は本来，
現在進行中の「武力攻撃」による「損害」の発
生防止を存在理由とする．他方，第 51 条が「こ
の憲章のいかなる規定も…安全保障理事会が…
必要な措置を取るまでの間，個別的又は集団的
自衛の固有の権利を害するものではない」と規
定するように，国連の集団的措置は，自衛措置
に続く時間的に一歩遅れた措置であり，通常，

「損害」発生後に損害規模を含む様々な要因を
考慮して発動されるものである．つまり，両者
は「損害」発生以前の「行為」自体を考慮でき
る点で共通するが，「損害」をその「要件」と
して考慮できるか否かで異なる．従って，侵略
の定義第 2 条が定める「行為」の重大性の基準
は，自衛権の要件として応用できるかもしれな
いが，「結果」の重大性の基準は，応用できな
いであろう．又，自衛権行使は同条の文言通り，
安保理の判断により中止・終了しなければなら
ないこともある．しかし，それは，安保理が自
衛の合法性，つまり，「武力攻撃」の存否に関
する法的判断を最終的に下すことができるとい
う意味ではない．安保理はあくまで政治機関で
あって，司法機関ではないからである．故に，

「武力攻撃」の存否は，安保理に最終判断権が
あり，（侵略の定義決議によれば）その安保理
は「損害」の規模を考慮して判断を下すのであ
るから，損害の規模は「武力攻撃」該当性の基
準の 1 つであるとみなさねばならぬという解釈
も妥当ではなかろう．
　第 3 に，9.11 テロ事件の翌日に採択された安
保理決議 1368 は「自衛権」を「確認」し て い
るが，その時点で事件の人的損害の仔細は明ら
かになっておらず，まして Murphy の指摘す
るような，証券取引所の長期閉鎖や史上最大の
下げ幅を記録した株式市場の混乱といった事実
は生じていなかった．もっとも，米国はアフガ
ニスタン攻撃を開始した 10 月 7 日，自衛権行
使を報告する安保理議長宛書簡の中で，9.11 テ
ロによる人的損害（81 カ国の国民を含む 5,000
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名以上 が 死亡）と 物的損害（民間航空機 4 機，
世界貿易センタービル，国防総省の一部）を指
摘している36）．しかし，これは米国が人的・物
的損害の規模を自衛権行使の基準とみなしてい
るということを意味しない．実際，1993 年の
ブッシュ元大統領暗殺未遂テロ事件では，爆弾
搭載車は爆発する前に地元クウェート当局によ
り押収され，容疑者も逮捕されたため，元大統
領暗殺未遂が米国の名誉を冒涜するものであっ
たとしても，爆破に伴う物理的な人的・物的損
害は生じなかった．それにも関わらず，米国は
このテロにイラク政府が「直接的な責任」を有
していると断定し，自衛権の名の下にイラクを
攻撃したのである37）．
　第 4 に，「損害」の量的大小を絶対評価する
ことは不可能であるように思われる．例えば，
一方で，Stahn のように，9.11 テロの未曾有の
衝撃（損害）規模が，米国のアフガニスタン攻
撃に対する国際社会全体の好意的反応を引き出
し，それにより自衛権に関する新たな法の生成
が促進された可能性を指摘する見解もある38）．
しかし，他方で，Paust のように，過去 20 年
間における非国家主体による「人類に対する罪」
に比べ，9.11 テロの規模は「数千人の命が失わ
れたとしても，比較的小さいもの」であり，従っ
て，これは「新しい事例」ではなく，「急激な
法の変更」を生じさせるものでもないとする見
解もある39）．「損害」の大小を判別することの
難しさは，他のテロ事件にも当てはまる．例え
ば，1986 年のベルリン・ディスコ爆破テロ事
件において米国は，「米兵の死者 1 名と多数の
米兵およびその他の負傷者」40）を出したこの爆
破テロにリビアが直接的な責任を有していたと
断定し，憲章第 51 条に基づき自衛権を発動し
た．Greenwood も，事件へのリビアの関与が
認められれば，米国の自衛は「合法とみなされ
うる」とする41）．しかし，逆に Rowles は，リ
ビアの関与が認められたとしても，「憲章第 51
条の意味における武力攻撃には相当していな
かった」とする．仮にこのようなテロが「10,000

回」実施されたとしても，自衛権行使の許容性
はなお疑わしいとする42）．
　この点，そもそも量的基準の設定は不可能で
あるとして批判するのが Higgins である43）．彼
女は，“The key is the scale of the activity” と
述べ，武装集団等による「武力活動の規模」を
自衛権行使の可否の基準とするニカラグア事
件 ICJ 判決に着目する．そして，「絶え間ない
低次（low-level）の不正規軍による軍事行動」
や「正規軍による不当な力の行使の程度（level 
of violence）の問題は，何が『武力攻撃』であ
るかを決める問題であるというよりむしろ，現
実には均衡性（proportionality）の争点の 1 つ
ではないのか」と述べ，「武力攻撃」該当性を
はかるための量的基準を導入しようとした「国
際司法裁判所は運営上実施不可能な基準を選択
したように思われる」と批判する．すなわち，
Higgins は，いかなる量的基準もその根拠に説
得力を欠くのであり，そのような曖昧な基準で
自衛権発動の可否が判断されるべきではないと
する．そうではなくて，いかなる量的攻撃（how 
much force）であっても，「武力攻撃」を構成
すると認める代わりに，攻撃量に応じて許容さ
れうる自衛措置の内容を制限すればよいとす
る．つまり，量的問題は自衛権発動の可否の問
題（「武力攻撃」該当性 の 問題）と い う よ り，
とりうる自衛措置の内容の問題（「均衡性の要
件」の問題）であるとする44）．
　第 5 に，この Higgins の見解に対し，自衛権
濫用防止の観点から Gray は次のように反論す
る．「ニカラグア事件で ICJ が懸念したことは，
集団的自衛権であった．ICJ は，第 3 国による
関与を制限したかったのである．ICJ が武力攻
撃該当性の基準を高く設定したのは，それが第
三者の関与を制限するのに有益であろうと考え
たからである．もしも武力攻撃がなければ，集
団的自衛もありえない．必要性や均衡性の援用
のみ（alone）では，第三者の関与を排除できず，
それは第三者に許容される対応の範囲（scope）
を制限するに過ぎないのである．」45）すなわち，
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冷戦下の国際社会では，米ソ代理戦争の勃発を
防止することが国際社会の平和と安全の維持に
重要不可欠であり，そのためには量的基準を

「武力攻撃」該当性の判別基準として導入し，
自衛権発動の可否の問題として早々に自衛権の
濫用を防止すべきであるとする．
　憲章採択直後には，憲章に明記されていない
必要性や均衡性の要件を第 51 条の自衛権の要
件として疑う説もあったため46），両要件の効果
を心許なく思う Gray の懸念は理解できる．し
かし，Gray 自身も認める通り，ニカラグア事
件（1986 年）や核兵器使用の合法性事件（1996
年），オイル・プラットフォーム事件（2003 年）
において ICJ は両要件の有効性を認めており，
学説上もそれが通説である47）．実際，米国自身
もこれらを認めている48）．従って，無理に量
的基準を「武力攻撃」概念に導入しなくても，
これら 2 要件が厳格に機能すれば，結果的に
Gray が描く自衛権の許容範囲と近似するもの
が法的に実現可能ではないかと思われる．
　第 6 に，Stahn は，テロの量的規模に関わら
ず「武力攻撃」該当性を認めれば，国内法上の

「犯罪行為」と 国際法上 の「武力攻撃」の 区別
が つ か ず，「犯罪 の 軍事化」（militarization of 
crime），すなわち，一国内の犯罪が国際的な
軍事問題に発展する虞があると指摘する．それ
を防ぐためには量的基準を設けて両者を区別す
べきであると主張する．しかしながら，テロ行
為が「私人の行為」として実行された場合，そ
れはいかなる規模であろうと国内法上の犯罪行
為であり，国家間関係を規律する伝統的な国際
法上の自衛権の対象とはならない．49）又，テロ
関連条約には，締約国数や効果の面で限界も指
摘されているが，それが原因で「私人の行為」
としてのテロ行為の性質が変化し，「武力攻撃」
となることもない50）．従って，「犯罪の軍事化」
は起こりえない．テロ行為がそれを支援する「国
家の行為」とみなされる場合も，Stahn の見解
は当たらない．なぜならば，1 つの事件の中で，

「犯罪行為」と「武力攻撃」は並存しうると考

えられるからである．この点，Greenwood の
見解は注目に値する．彼は，9.11 テロに関し，
一方で，このテロが，航空機不法奪取防止条約，
民間航空安全不法行為防止条約，テロ爆弾使用
防止条約，の規定する「犯罪行為」であること
を指摘し，他方で，安保理決議が「自衛権」を

「確認/再確認」し大多数の諸国も米国の自衛権
の主張を支持・理解したことを指摘することに
より，同テロが「国内犯罪」であると同時に

「武力攻撃」でもあり，両者は互いに排他的な
概念ではない（not mutually exclusive）と主
張する51）．Travalio も，テロ行為が一定以上の
国家関与を受けて遂行された場合，テロ支援国
家の行為は「武力攻撃」に該当しうるが，それ
により，テロの実行犯が刑事訴追を免れること
はできないとする52）．確かに，テロリストの自
国訴追も引渡もしないテロ支援国家（例，9.11
テロ事件におけるアフガニスタン）に対する自
衛権が容認される場合でも，司法協力を惜しま
ないその他の国（例，9.11 テロの容疑者が逃
亡・潜伏するアフガニスタン以外の国）が自国
に潜伏中のテロ容疑者を逮捕した場合には，そ
れらの国と自衛権行使国との間でテロ関連条約
は適用されよう．つまり，自衛権行使とテロ関
連条約に基づく国内法上の措置は同時に適用可
能であろう53）．自衛権行使国とその対象国の間
でも同様のことがいえよう．実際，1998 年の
ケニア・タンザニア米国大使館爆破テロ事件で
は，一方で，米国はテロ支援国家（アフガニス
タン，スーダン）に対して自衛権を行使し，他
方で，ニューヨーク連邦大陪審はアフガニスタ
ンに潜伏中とされるオサマ・ビン・ラディンを
始め，その他の容疑者達を起訴している54）．

Ⅳ．「行為」の重大性

1．行為の継続時間
　ニカラグア事件 ICJ 判決は，ニカラグアによ
るホンジュラスとコスタリカへの越境侵入に関
し，「裁判所が入手しうる情報がほとんどない
ため，法的にみて，侵入が個々に又は全体とし
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て（singly or collectively），ニカラグアによる
どちらかの国若しくは両国への『武力攻撃』に
なるとみなしうるかどうかを，決定することが
困難になっている」と判示した55）．
　これには 2 つの解釈がある．第 1 の解釈は，

「武力攻撃」該当性を判別する量的基準（損害
の量，行為の回数・量）が存在することを前提
として，個々に評価すればその基準に満たない
武力行為であっても，それらが累積すれば，合
計して「武力攻撃」に達しうると解釈するもの
である．例えば，Stahn は，この判決部分を引
用して次のように述べる．「おそらく，テロの
時代においてもっとも興味深い問題は，ひとつ
ひとつをみれば憲章が想定する大規模な軍事力
の規模には至らないが，それらを全体としてみ
れば一連の組織的暴力であるような小さな行為
の長い鎖（a long chain of small acts）に対し
て，国家は武力で対抗することができるかとい
うことである．多数の人の想定に反し，ICJ は
このようなアプローチを全面的に排除してはい
ない．実際，裁判所は越境侵入が個々に又は全
体として武力攻撃になりうると述べた．従っ
て，比較的小さなテロ攻撃であっても，一連の
一貫した暴力的なテロ行為の一部であれば，ニ
カラグア事件 ICJ 判決に反することなく，武力
攻撃になりうるという立場はごく当然のもので
ある．問題はもちろん，限界がどこにあるの
かということである．一回限りの又は散発的
な（isolated or sporadic）暴力行為は武力攻撃
に該当しないというのが法規則であると思わ
れる．」56）この理論を Stahn は 1986 年のベルリ
ン・ディスコ爆破テロ事件に応用する．そして，

「損害」の規模の観点から，「80 名の米国人負
傷者」を出したこのテロを「低規模（low-scale）」
なものであったと評価する．しかし，このテロ
がリビアによる米国への「大規模なテロキャン
ペーンの一部」であったとして，米国の自衛権
行使を認める57）．
　第 2 の解釈は，テロに対する自衛権行使を
時間的な観点から擁護するものである．例え

ば，森本は次のように述べる．「テロに対する
自衛行動が武力復仇や先制自衛であるとの批判
があったが，一時的に多大な被害を与えるとい
うテロの性質上，自衛行動は必然的に事後的な
ものとならざるを得ず，また，そうしたテロ攻
撃が継続的に繰り返される場合は，その再発を
防止するための自衛行動が 51 条の制限的解釈
の下で認められることになるだろう．状況によ
り，度重なる武力行為の発生を総体的に武力攻
撃とみなすという解釈が可能であることは，ニ
カラグア事件判決においても示されている．」58）

敷衍すれば，平和条約締結により終戦を明示す
る国家間戦争と異なり，テロ攻撃は継続期間が
法的にも実際上も不明瞭である．又，2001 年
の航空機を爆弾として用いたテロや，1998 年
の大使館爆破テロ，1986 年のディスコ爆破テ
ロのような爆弾テロは，攻撃開始と損害発生が
爆破前後でほぼ同時に表面化し，両者の間に時
間差がほとんどみられない点にも特徴がある．
両者の時間差が「武力攻撃の発生」期間である
ことは問題なかろうが，実際上，テロによる損
害が発生した後に開始せざるを得ない自衛行動
は，遅すぎる違法な武力復仇（又は将来の攻撃
に対する早すぎる先制自衛）であると批判され
る．このような批判に対抗する説により，連続
性のあるテロに限って，最後の損害発生後も「一
連のテロ攻撃からなる武力攻撃」は進行中であ
ると解釈され，自衛権行使が擁護される．その
根拠として，上記 ICJ 判決部分が引用されるの
である．
　要するに，これら 2 つの解釈は，テロ事件の

「連続性」を自衛権行使の要件とみなしている
点で共通するが，前者が（人的・物的損害等の）

「量的基準の緩和」を意味するのに対し，後者
は「時間的基準の緩和」を意味するという点で
異なる．Stahn は前者を，Kauft は両者を「継
続時間」の基準と呼ぶが59），行為の烈度に関す
る前者を，「時間」の問題と表現することが適
切かどうかという問題はあろう．用語表現の問
題は別としても，両者はいずれも「武力攻撃」
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の内実である「規模と効果」の要素とはなりえ
ないように思われる．すなわち，第 2 の解釈は，
憲章第 51 条の「武力攻撃が発生した場合」に
関する解釈であり，「武力攻撃」概念自体の解
釈ではない．つまり，「武力攻撃」の定義では
なく，その「発生期間」の定義の問題である60）．
従って，この意味の連続性は，自衛権行使の要
件の問題ではあるが，「武力攻撃」概念の実体
的側面である「規模と効果」の要素ではないで
あろう61）．
　第 1 の解釈は，一回のテロよりも同一性質の
複数回のテロの方が，相対的に悪質であるとみ
なすものであり，この点は支持されよう．しか
しながら，この理論は相対的基準を提示するも
のに過ぎず，結局合計してどれだけの量になれ
ば，「武力攻撃」に該当するのかという絶対的
基準を提示するものではないという点に決定的
な難点があろう．

2．行為の発生地
　1980 年代以降，国外の標的（在外軍事基地，
在外公館，元大統領や非番の軍人を含む在外自
国民）に対するテロが頻発するようになった．
それに伴い，テロの発生地と自衛権の関係が一
層注目を集めるようになった62）．
　この点，国家の領土保全や主権に対する影
響の程度が異なることを理由に，「国内」より
も「国外」で発生したテロの場合の方が，自衛
権行使が許容される可能性は低いとする説があ
る．例えば，Beck & Arend は 1994 年の論文
の中で，「我々は，テロ行為の行われた場所が
武力攻撃該当性を決定する決定的変数とみなさ
れるべきであると信じる．国内で発生したテロ
行為は国家の領土保全を侵害するから，国外で
発生した同一のテロ行為よりも国家主権に対す
る侵害は本来，より重大であるとみなされるべ
きであると信じる」と述べる63）．
　これに対し，Stahn は 2004 年の論文の中で，
生物・化学兵器等のテロへの応用可能性や，損
害の大規模化にみられる現代のテロの脅威を強

調し，「多くの場合，国外の標的に向けられた
テロ攻撃に対して，国家は自衛権を行使でき
る」と述べ，「国外」で発生したテロに対して
も，自衛権行使の許容可能性をより積極的に認
める．Stahn は「国外」で発生したテロを，そ
の対象別に分けてより詳細な議論をしているの
で64），以下では彼の主張を概説した後で，その
妥当性を検討したいと思う．
　Stahn は，憲章第 51 条が「加盟国への武力
攻撃」と明記していることから，国家機関に対
するテロと，一般市民に対するテロとでは，国
家に対する武力攻撃とみなされうるか否かとい
う点で違いがあるとして，両者を大別する．さ
らに国家機関を，⑴在外駐留軍と⑵在外公館そ
の他の国家機関に分類する．そして，⑴につい
ては，侵略の定義決議第 3 条⒟が「一国の軍隊
による他国の陸軍，海軍若しくは空軍又は商船
隊若しくは航空隊に対する攻撃」を「侵略行
為」としていることから，在外駐留（stationed 
abroad）の軍隊へのテロは「武力攻撃」に該
当しうるとする．⑵については，在外（situated 
abroad）の 国家官僚（state officials），警察，
軍隊への第 3 条⒟の類推適用を認め，その理由
として「さもなければ，テロリストが国家の最
も弱い部分に対して攻撃するインセンティブ
を持つことになる」と述べる．在外公館につ
いては，1980 年のテヘラン事件 ICJ 判決がイ
ラン人暴徒による大使館占拠及び人質行為を

「武力攻撃」であるとしたこと，1998 年のケニ
ア・タンザニア米国大使館爆破テロ事件におけ
る米国のアフガニスタン攻撃に対して国際社
会が表立って非難せず「沈黙の抗議」（muted 
protest）に留まったことから，「多数の権威が
外交使節に対するテロ攻撃を憲章第 51 条の範
囲に含めている」と述べ，自衛権行使を肯定的
に解する．
　在外自国民へのテロの場合については，9.11
テロ以前の法的状況について，「従来の国家実
行からは決定的な結論を導くことは困難であ
る」とする．その例として，1976 年のエンテ
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ベ空港事件では，容疑者の所在国が在外自国民
を保護する能力や意思に欠く場合に，在外自国
民救出活動が自衛権の範疇であるか否かが問わ
れ，それに対する国際社会の反応が「分かれた」
ことを指摘する．これに対し，9.11 テロ事件は，
容疑者の所在国がテロ活動を取り締まる能力や
意思に欠くケースではあったが，米国の自衛権
行使に対して国際社会は概ね好意的な反応を示
したことから，もはや所在国の能力や意思の欠
如を盾にしてテロリストが保護を受けることは
できなくなったとする．従って，能力や意思に
欠ける国に対する自衛権行使としての在外自国
民救出活動の許容性も「9.11 テロ事件以降，よ
り確実になった」とする．そして，「現代のテ
ロの主な危険は，まさに市民に対する脅威にあ
る．もしも第 51 条の文言が，今日私人のテロ
集団による武力攻撃を包含することが確立され
たとすれば，なぜ 51 条の適用可能性が，個人
に対するテロ攻撃の発生地が母国領域内である
か国外であるかという問題に依存するのであろ
うか．…『武力攻撃』概念の現代的解釈の下で
は，51 条の適用可能性は，その発生地ではなく，
行為の衝撃によって評価されるべきである」と
述べる．
　このようにテロの犠牲国の立場に配慮しつ
つ，現代のテロの脅威に適応できるような国際
法の解釈を探究する Stahn の試みは評価した
いと思う．しかし，以下のような問題点もあろ
う．
　まず，⑴在外駐留軍に対する攻撃は，確か
に正規軍に対する攻撃であり，侵略の定義第 3
条⒟の明文規定もあるので，伝統的な国際法
の下でも「武力攻撃」に該当しうるかもしれ
ない65）．しかし，⑵その他の在外国家機関への
攻撃が「武力攻撃」に含まれるか否かは，より
慎重な判断が必要であろう．実際，在外公館に
ついては，山本が「その不可侵の根拠として治
外法権説を取れない以上，否定的に解さざる
を得ない」66）と述べるように，自衛権の保護法
益とみなすことに否定的な見解も有力である．

Randelzofar もテヘラン事件 ICJ 判決に懐疑的
な立場から，在外駐留の「軍隊と異なり，外
交使節も私人たる国民（individual nationals）
も，武力攻撃の対象となりうる国家の『外的地
位（external positions）』にあるとはみなされ
ない」と述べる67）．又，Stahn は，1998 年のア
フガニスタン攻撃では国際社会が「沈黙の抗議」
をしたと述べているが，「沈黙の抗議」と「容認」
とは異なるであろう．従って，同事件から「在
外公館」への攻撃に対する自衛権行使の許容性
を肯定的に導くことは困難であろう．1980 年
のテヘラン事件に関しては，そもそもこの事件
は，イラン革命により国外に脱出した国王が病
気療養のために米国への入国を認められたこと
を契機として，米国大使館周辺で大規模なデモ
行進が生じ，過激派学生が大使館を占拠し，大
使館員らを人質に取った事件である68）．過激派
の学生は本来，アルカイダのようなテロ組織で
はない．又，本件は政治的デモ行進から発展し
た大使館占拠であるから，事件発生直前まで暗
密裏に行動して，予め無辜の市民を無差別に可
能な限り殺傷することを目的とするテロとは性
格が異なると言えなくもない．従って，この事
件を，アルカイダによる 1998 年の大使館爆破テ
ロ事件と同列に扱ってよいかという問題もあり
えよう．両者を同等の「テロリスト」とみなせ
たとしても，テヘラン事件の場合と異なり，ア
フガン・スーダン攻撃（1998 年）の目的は「人
質救出」ではない．それはテロ発生国（ケニア，
タンザニア）と米軍の攻撃対象国（アフガニス
タン，スーダン）が異なることからも明らかで
ある．Higgins が指摘する通り，人質救出活動
は，「自衛権」の 法理 と「人道的干渉」の 法理
の境界に位置付けられるものである69）．他方，
爆破テロは，一瞬にして死者を出してしまうた
め，それに対する自衛はもはや人命の救出を目
的とするものとは言い難い．つまり，人命救出
のための「人道的干渉」の法理は問題とはなり
にくい．従って，両事件の比較可能性は，適用
される法理の側面からも疑いがあるため，テヘ
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ラン事件 ICJ 判決が過激派学生による大使館占
拠を「武力攻撃」と表現したから70），アルカイ
ダによる大使館爆撃（1998 年）も「武力攻撃」
とみなせるといえるかどうか疑問が残る．
　一般の在外自国民については，容疑者の所在
国の行為に違法性がない場合には，緊急避難の
法理の適用可能性が問題とされるが，違法行為
を前提とする伝統的自衛権は発動できない．こ
の点，アフガニスタンは，自国領域内のアルカ
イダ訓練基地を，安保理決議に反して閉鎖せず，
テロの容疑者の関係国への引渡し要求も拒否し
てきた．従って，同国は友好関係原則宣言武力
不行使原則第 9 項の「黙認」禁止規定に違反し
たといえよう．しかし，他方で，エンテベ空港
事件の場合については，ハイジャック及び人質
行為の発生国であるウガンダの対応が違法とま
でいえるか否かは争いがある．例えば，筒井は，
自衛と「緊急行為との接点」にあたる事例とし
て同事件を取り上げ，これを「自衛とも緊急行
為とも，あるいは自己保存とも説明される」「混
在の事例」であると述べる．又，「人質奪還行
為を行ったイスラエルの行為は，緊急行為とし
て擁護される一方，自助，ないし復仇として，
憲章と両立しない行為とする立場が対立してい
る」ような「復仇との接点」を有する行為であ
るともみなせるという71）．さらに，上述のとお
り，在外自国民救出活動は「人道的干渉との接
点」を有するものともいわれる．従って，エン
テベ空港事件を，純粋に伝統的な自衛権の法理
で論じることがふさわしいか，疑問が残る．仮
にそれが可能であるとしても，9．11 テロ事件
だけから新たな法の生成を語るのは無理があろ
う．さらに，在外自国民への攻撃に対する自衛
権行使の可否という観点から 9．11 テロを見た
場合，自衛権行使国として想定されるのは，自
国民が犠牲となった米国以外の国である．しか
しながら，アフガニスタン攻撃で諸国が支持し
たのは，米国による個別的自衛権とその同盟国
による集団的自衛権であって，米国以外の国に
よる個別的自衛権ではない．従って，この事例

を在外自国民へのテロに対する自衛権行使が容
認された事例とみることはできない．又，1986
年のベルリン・ディスコ爆破テロ事件や 1993
年のブッシュ元大統領暗殺未遂テロ事件に関
し，テロの対象とされた元大統領や非番の軍人
を一般の「在外自国民」に含めて解釈した場合，
これらの事例を在外自国民へのテロに対する自
衛権行使の許容性が問題とされた事例とみなす
ことができるかもしれないが，安保理では米国
の軍事行動に対する反対意見が多数派であっ
た．従って，これらの事例からも，在外自国民
への攻撃を「武力攻撃」とみなすのは難しいよ
うに思われる．
　以上より，テロの発生地が国外であっても自
衛権行使は可能であるとする説も有力ではある
が，少なくとも，在外公館その他の国家機関や，
一般の在外自国民を標的とするテロに対する自
衛権行使については，これを支持する実証上の
根拠は十分であるとはいえず，又，反対説も有
力であるため，このような自衛権が確立してい
るとまではいえないであろう．
　もっとも，テロの発生地が「国内」か「国外」
かという意味における「場所」の問題は，そ
もそも，テロ行為の烈度の問題というよりも，
Stahn の指摘する通り，むしろテロ行為の対象
国はどこかという問題であろう72）．すなわち，
在外軍事基地や在外公館への攻撃は，「属地主
義」の観点からは，その本国ではなく領域国に
帰属するものである．さらに在外自国民（非国
家機関）への攻撃は，在外国家機関への攻撃と
比べ，「受動的属人主義」の観点からも，その
本国への帰属可能性は低いとする見解もある73）．
従って，これらのテロ行為を「本国に対する武
力攻撃」とみなせるかという問題が生じるので
ある．つまり，「国連加盟国に対する武力攻撃」
と規定する憲章第 51 条の文言上，これらは「武
力攻撃」の内実の問題というよりも，「国連加
盟国に対する」の解釈の問題であろう．換言す
れば，「規模と効果」の問題というよりも，「武
力攻撃」の対象/客体に関する帰属の問題であ
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ろう74）．

Ⅴ．おわりに

　ICJ や Gray，Stahn ら が 指摘 す る よ う に，
「規模と効果の基準」は「帰属の基準」と並び
劣らず，大国による自衛権濫用を防止する役割
を期待されており，力の支配から法の支配へと
国際法秩序が成熟してゆく上で軽視できない重
要性を有しているように思われる．事実，ニカ
ラグア事件 ICJ 判決の中に込められたこの意義
は，近年の国際裁判等を通じて，実証上も再認
識されつつあるといえよう．
　他方で，この基準は，特に「量的側面」に関
して曖昧性を有しており，諸学説の中でも批判
されている．それらを踏まえながら，本稿の結
論を Stahn，Knauft，Beck & Arend，Gray の
見解と比較整理すれば，次の通りである．
　第 1 に，テ ロ 攻撃 の「結果」の 重大性 を は
かる「損害」の量的基準については，Stahn，
Knauft，Beck & Arend の見解とは異なるが，
自衛権の要件とはいえないであろう．それは自
衛権の存在意義に反するし，「損害」の規模を
大小に 2 分する客観的な量的基準も存在しない
からである．
　第 2 に，テロリストの「行為」の重大性をは
かる「継続時間」の基準については，Knauft
が指摘するように，2 つの解釈がある．Stahn
や Beck & Arend が 論 じ る，事態 の 累積理論
に基づくひとつめの解釈は，量的規模に関する
相対的基準に過ぎず，絶対的基準を提示するも
のではない．先制自衛や武力復仇に関連して「武
力攻撃」の「発生期間」を問うふたつめの解釈
は，そもそも「武力攻撃」の内実の問題ではない．
従って，そのいずれにせよ，「継続時間」は「規
模と効果」の要素であるとはいえない．
　第 3 に，「行為」の 重大性 を は か る「場所」
の基準については，テロが「国外」で発生し
た場合の自衛権行使の許容性が特に問題とさ
れ，肯定説（例，Stahn）と 否定説（例，Beck 
& Arend，Knauft）が対立している．本稿は

基本的に否定説を支持した．しかし，そもそ
も，Stahn の 指摘通 り，こ の 問題 は，国外 で
発生したテロを，（発生国ではなく）本国に対
するテロとみなせるかという，攻撃の客体に
関する帰属の問題であり，攻撃の烈度に関す
る「規模と効果」の問題ではなかろう．但し，

「場所」の基準は，「国境事件」か否かという意
味でも用いられる（例， ニカラグア事件 ICJ 判
決，Gray）．これは，本国が受けた攻撃の地理
的範囲により，行為の重大性をはかろうとする
ものであるので，「帰属」の問題というよりも，
Gray の指摘通り「規模と効果」の問題として
整理されてよかろう．
　以上より，「規模と効果の基準」の基準の核
心が攻撃の量的重大性をはかることにあるとす
れば，基準の曖昧性ゆえに，これが自衛権の独
自の要件となりうるかどうかは疑問も残る．し
かし，この基準に託された平和への願いに耳を
傾ければ，重要な点は，いかにしてこの問題点
を補いつつ，この基準に込められた意義を法的
に実現しうるかという点であろう．そのために
は，量的側面については「必要性の要件」と

「均衡性の要件」が厳格に解釈される必要があ
ろう．それにより，自衛の他にとるべき手段の
有無が厳格に審査され，攻撃の量的規模によっ
ては自衛権発動の必要性が否定されよう．又，
行使される自衛措置も，攻撃の量的規模を考慮
した上で，自衛の目的に照らし，不均衡なもの
は否定されよう．換言すれば，それにより，事
件の個別性を考慮しつつ攻撃量に応じた必要最
小限度の自衛措置を可能とする「柔軟性」と，
武力不行使原則の「厳格性」の両立を図ること
ができるようになろう．その他，「規模と効果
の基準」の非量的側面の意義も注目に値しよ
う75）．「武力攻撃」の客体に関する帰属の基準
が，過去の諸事例における国際社会の反応に即
して，厳格に解釈されることも重要となろう．
　最後 に，主要 な 先行研究 で あ る Stahn や
Gray の論文を，法の発展の中でいかに位置付
け，評価できるかという点について付言したい．
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彼（女）の業績として以下の点は評価されるべ
きであろう．第 1 に，9.11 テロ事件の法的評価
に留まらず，残された重要な課題として「規模
と効果」の基準の内実を解明する必要性に着目
したことにより，今後の学説の発展の方向性を
示した．第 2 に，この基準の淵源として侵略の
定義決議第 2 条「行為又は結果の重大性」を指
摘することにより，この基準の意義，性格，要
素等を検討するための手掛かりを示した．第 3
に，「損害」，「時間」，「場所」の 観点 か ら，こ
の基準の内実を考察することにより，理論の面
から議論の土台を築いた．これらの点で，彼（女）
の研究は，テロと自衛権に関する同事件以降の
法の発展を牽引する重要な役割を果たすもので
あると位置付けられよう．

　注

1）ニカラグア事件 ICJ 判決は，「武力攻撃」の意
味について，次のように説明する．

　　「武力攻撃は，単に（ァ）正規軍による国境を
越えて行われる行為のみならず，次のものも含
むと理解しなければならないという点で，合意
があると考えられる．それは，（とりわけ）正
規軍によって行われる現実の武力攻撃に『（ィ）

相当 す る 重大性（such gravity as to amount 
to）を有する武力行為を他国に対して実行する
武装集団，団体，不正規兵又は傭兵の，（ゥ）国
家による若しくは国家のための派遣』『又は，
かかる行為に対する国家の実質的関与』であ
る．総会決議 3314（XXIX）に付属する侵略の
定義の第 3 条（g）項に含められたこの規定は，
国際慣習法を反映しているとみることができよ
う．裁判所は，次の場合に，武力攻撃の禁止が，
国家による他国領域に対する武装集団の派遣に
ついて適用できることを否定する理由を見出せ
ない．それは，かかる作戦がその（ェ）規模と
効果（scale and effects）のゆえに，もし正規
軍によって実行されていたならば，（ォ）単なる
国境事件としてよりは，むしろ武力攻撃として
分類されていたであろうような場合である．し
かし裁判所は，『武力攻撃』という概念が，（ヵ）

重大 な 規模 で 生 じ る（occur on a significant 
scale）場合の武装集団による行為のみならず，

（キ）兵器又は兵站若しくはその他の支援の供与
の形でなされる叛徒への援助をも含んでいると
は思わない．」（（ア）─（キ）の一重及び二重下線

の補足は筆者による．）I. C. J. Reports, 1986, pp. 
103─104，para. 195．

　　こ の 判決部分 が 示 す「武力攻撃」該当性 の
基準は，諸学者により意識的又は無意識的に，

（1）「私人（テロリスト）」の行為が「国家（テ
ロ支援国家）」に帰属するために必要な国家関
与の程度を示す「帰属の基準」と，（2）私人

（テロリスト）の武力行為の烈度を示す「規模
と効果の基準」に二分される．例えば，浅田
は，下線（イ）と（ウ）を指して，「『侵略の定
義』で示された，武装集団の行為が国家による
武力攻撃と見なされるための二つの条件（「実
行行為の重大性」と「実行行為者と国家との密
接な関係」）」であると説明する．浅田正彦「同
時多発テロ事件と国際法─武力行使の法的評
価 を 中心 に ─」『国際安全保障』30 巻 1・2 合
併号 （2002 年），78─81 頁．同様の見解として，
Albrecht Randelzhofer, “Article 51”, in Bruno 
Simma （ed．）, The Charter of the United Nations: A 
Commentary, 2nd ed., Oxford University Press，
2002, pp. 796, 800─802．確かに，上記判決部分は，

「帰属」の問題（一重下線（ア）（イ）（エ）（オ）（カ））
と，「規模と効果」の問題（二重下線（ウ）（キ））
を，一行の中で一口に表現している部分がある
ため（下線（イ）（ウ）及び（カ）（キ）），両者
を混同しかねない文章表現になっているが，厳
密に意味の相違を分析すれば，両者を区別でき
よう．

　　要するに，この判決に基づけば，「武力攻撃」
概念は「正規軍」の場合と「テロリスト」の場
合で次の同異があるといえよう．すなわち，第
1 に，「規模と効果の要件」は両者に適用され
るが，「帰属の要件」は「テロリスト」にのみ
適用され，正規軍には適用されない．第 2 に，
同 ICJ 判決は，侵略の定義決議を参考にして「武
力攻撃」概念の明確化を試みる．この趣旨に則
れば，同決議第 3 条⒜～⒡に列挙された正規軍
の「侵略行為」は，「武力攻撃」とみなされう
る典型例とされる．（但し，⒜が規定する「占
領や併合は，必ずしも軍事力の行使を含むもの
ではないので，通常それを含むものであろうが，

『武力攻撃』を構成するようなものではない」
とされる．Ibid., pp. 796─800．）この点，⒜～⒟
の行為と異なり，⒠，⒡の行為はテロリストに
は実行できないものであると思われる．実際，
⒠が規定する，軍事協定違反による在外軍隊の
駐留継続行為は，正規軍固有の行為であろう．
⒡が規定する，第 3 国に対する侵略行為のため
の自国領域の使用許可は，自身の国土を有しな
いテロ組織では行い得ない行為であろう．従っ
て，テロリストによる⒜～⒟の行為が「武力攻
撃」事態になることはありえても，⒠，⒡の行
為がテロリストにより実行され「武力攻撃」事
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態とはなることはなかろう．以上より，「武力
攻撃」概念は，「正規軍」の場合よりも「テロ
リスト」の場合の方が，⒠，⒡の分だけ同概念
に含まれる行為の種類は少なく，従って，その
意味内容の範囲は狭い．又，「テロリスト」の
方が，追加的に「帰属の要件」を課せられてい
る分だけ「武力攻撃」該当性のハードルは高い．

2）「帰属」の側面から，自国領域内におけるテロ
リストの組織的活動を「黙認」する国家に対す
る自衛権行使の許容可能性を，9.11 テロ事件の
学説の整理を通じて検討したものとして，拙稿

「テロ支援国家に対する自衛権行使の『帰属の
要件』─ 9.11 テロ事件に関する学説の整理─」

『横浜国際社会科学研究』13 巻 6 号（2009 年），
55─75 頁参照．

3）例えば浅田は，「今回のテロ事件との関係で
は，タリバンの行為を武力攻撃と見なすには，
とりわけ上の第 2 の側面（「帰属」の側面）が
欠けていたということができるのである」（括
弧内 の 補足 は 筆者 に よ る）と 述 べ る．浅田

（2002），前掲論文（注 1），80 頁．
4）Schmitt は，「 9 月 11 日のテロ攻撃が十分な
『規模と効果』を有するものであったことは，
悲劇にも明白であった」という．Michael N．
Schmitt，“ Counter-Terrorism and the Use of 
Force in International Law ”，Israel Yearbook 
on Human Rights, Vol. 32 （2002）, p. 76．西井も，
論文題目の中で 9.11 テロを「大規模国際テロ」
と呼ぶ．西井正弘「大規模国際テロと国際法」『国
際問題』505 号 （2002 年）, 2 頁．

5）Christian Gray, International Law and the Use of 
Force, 2nd ed., Oxford University Press, 2004, 
p. 167．

6）浅田正彦「国際法における先制的自衛権の位
相─ブッシュ・ドクトリンを契機として─」浅
田（編）『 21 世紀国際法の課題（安藤仁介先生
古稀記念）』有信堂高文社，2006 年，315─316 頁．

7）Gray によれば，「武力行使」を「最も重大な
諸形態（武力攻撃）」と「他のより重大でない
諸形態」に二分して，後者に対する自衛権発
動を禁止するニカラグア事件 ICJ 判決の狙い
は，集団的自衛権の濫用防止にあったという．
Gray （2004）, supra note 5, p. 148．（Jennings
判事も ICJ の意図を同様に理解する．I. C. J. 
Reports, 1986, p. 543．）つ ま り，冷戦下 の 国
際社会 で は，集団的自衛権 の 濫用 が 世界大戦
に繋がることを防ぐことが国際平和にとって
重要であったという．当時 ICJ 長官を務めた
Nagendra Singh も同判決の背景理論について
次の通り述べる．武力不行使原則が厳格に解釈
されてきたことの「背後にある理論は，もしも
武力行使が唯一の制限された自衛措置としてだ
けでなく，対抗措置を必要とするささいな挑発

に対してもまた許容されるものとされれば，遠
からず第 3 次世界大戦の破滅の日を迎えるこ
とになろう，ということである．…国際連合の
主要な司法機関としての裁判所は，平和を促進
しなければならず，この方向に進むことをため
らうことはできない．」Ibid., pp. 151, 153. Gray
は，この ICJ 判決の理念の普遍性が近年の国
際裁判所においても再確認されているとして，
ICJ の二分法の現代的意義を，つまり，これを
物理的側面から支える「規模と効果の基準」の
重要性を強調する．すなわち，Gray の第 3 版

（2008 年）は，「武力攻撃」と題する一節の中
に，「攻撃の重大性 （Gravity of attack）」とい
う新たな項目を加える．そこでは，イラン・イ
ラク戦争に関するオイル・プラットフォーム事
件 ICJ 判決（2003 年，イ ラ ン 対米国）と，エ
リトリア・エチオピア武力行使の合法性に関す
る事件における請求権委員会の部分裁定（2005
年）が紹介され，ニカラグア事件 ICJ 判決の
二分法の理念が継承されていることが強調され
ている．「規模と効果の基準」は，後者の部分
裁定の中で尊重されている．（前者の事例では，
主に攻撃の意図の側面が問題とされている．） 
Christine Gray, International Law and the Use of 
Force, 3rd ed., Oxford University Press, 2008，
pp. 147─148, 179, fn. 60．後者 の 事実関係 は，
根本和幸「エリトリア・エチオピア武力行使の
合法性に関する事件」『上智法学論集』51 巻 2
号（2007 年）が詳しい．

8）Stahn も，（国内法上の「犯罪行為」として処
理されるべき小規模テロに対する）自衛権の濫
用防止を「規模と効果の基準」の重要な意義
と し て 強調 す る．Carsten Stahn, “‘Nicaragua 
is Dead, Long Live Nicaragua’─the Right 
to Self-defence Under Art. 51 UN Charter 
and International Terrorism”, in Walter [et 
al.]（eds．）, Terrorism as a Challenge for National 
and International Law : Security versus Liberty ?，
Springer, 2004, p. 860．

9）Ibid., p. 860. （Cf. p. 854）; Gray （2008）, supra 
note 7, p. 178. Stahn が先行研究として参照す
る Beck & Arend と Knauft は，侵略の定義決
議に言及していないが，「損害」（Severity of 
Injury/Harm to State），「時間」（Temporal 
Duration），「場所」（Locus） の 3 要素 を「武
力攻撃」該当性 の 判別基準 と す る．Robert 
J Beck and Anthony Clark Arend，““ Don’t 
tread on us”: International Law and Forcible 
State Responses to Terrorism”, Wisconsin 
International Law Journal, Vol. 12 （1994）, pp. 
216─218; Sage R. Knauft, “Proposed Guidelines 
for Measuring the Propriety of Armed State 
Responses to Terrorist Attacks”, Hastings 
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International and Comparative Law Review, Vol. 
19 （1996）, pp. 778─780．

10）Gray （2008），supra note 7, pp. 178─179; 
Stahn, supra note 8, pp. 859, fn. 119．

11）例えば，浅田（2002），前掲論文（注 1），80 頁 ; 
森本清二郎「間接武力行使・侵略に対する自衛
権行使の許容性⑴⑵─友好関係原則宣言及び侵
略の定義決議を手がかりにして─」『早稲田政
治公法研究』78・81 号（2005・2006 年），239─
261・229─255 頁；松井芳郎「国際テロリズムに
対する一方的武力行使の違法性」小林正弥編『戦
争批判の公共哲学』勁草書房，2003 年，156─157 頁 ; 
松田竹男「国際テロリズムと自衛権─集団安全
保障との関わりの中で」『国際法外交雑誌』101
巻 3 号（2002 年），7─8 頁，注 20; Gray （2008）, 
supra note 7, p. 201. Cf. Pierluigi Lamberti 
Zanardi, “Indirect Military Aggression”, in A. 
Cassese （ed．）, The Current Legal Regulation of 
the Use of Force, Nijhoff, 1986, pp. 114─116．

12）テロと自衛権に関する事例分析については，
米国，イスラエル，南ア等による自衛権援用例
を，特別区別せずに扱う説 （例，Stahn, supra 
note 8, pp. 831─834, 861─862; Antonio Cassese, 
International Law, 2nd ed, Oxford University 
Press, 2005, pp. 472─473）もあるが，自衛権援
用国の政治的影響力の相違が，他の諸国による
合法性の判断に影響を与える可能性（cf. 浅田

（2006），前掲論文（注 6），312 頁）を考慮すれ
ば，自衛権援用国別に比較分析する方が望まし
いであろう．そこで，本稿では基本的に，分析
対象を米国に対するテロの事例に限定する．こ
のような限定を設ける以上，本稿は，米国以外
の事例の分析も含めて明らかにされるべき一般
的な，つまり既存の自衛権行使の要件を解明す
るものというよりも，むしろ限られた米国の事
例分析を通じて見える，自衛権の「武力攻撃」
概念の内実を検討するものに留まる．

13）de minimis 条項とは，“de minimis non curat 
lex （法は些細なことには関知しない）” の原則
を定めた条項のことをいう．

14）Bengt Broms, “The Definition of Aggression”， 
Recueil des Cours de l’ Académie de Droit Inter-
national, tome 154 （1977─Ⅰ）, p. 346．

15）「間接的な武力行使」とは，私人たる武装集
団等の武力行為に国家が関与することをいう．
正規軍による「直接的な武力行使」と対をなす
概念である．

16）但し，“de minimis non curat lex” の原則につ
いては，1972 年以前から既に「先行性の原則
と侵略の意図」に関する議題の中で議論されて
い る．Cf．A/8019 （1970）, p. 31．フィン ラ ン
ドがこの原則を「提案」したというのは，「間
接的な武力行使」に関する議題の中でのことで

ある．すなわち，当初この原則は異なる 2 つの
議題の中で論じられ，各々の規定に盛り込まれ
た時期もあったが （例えば 1973 年案第 2 条と
第 4 条，A/9019（1973）, pp. 16─17），最終的に
は第 2 条（1974 年）の中で統一的に規定された．

17）A/C. 6/SR. 1349 （3 November 1972）, para．
18; A/8719（1972）, p. 15．

18）第 1 案と第 2 案の規定内容については，侵略
の 定義問題特別委員会報告書（1972 年）参照．
A/8719 （1972）, p. 15．

19）第 1 案と第 2 案の対立の原因については，森
本論文が詳しい．同論文によれば，第 2 案のよ
うな間接侵略規定の挿入を積極的に推進した西
側諸国の主張は，次のように要約される．⑴特
定の国家はテロ組織や武装集団を解して武力を
行使し，或いはそのような集団が自国領域内か
ら他国に向けて活動することを許容している．
⑵このような間接侵略を軽視するような侵略行
為の列挙はほとんど実際的価値を持たない．

　　他方，西側諸国が提案するような積極的な間
接侵略規定の挿入に慎重な非同盟諸国及び東側
諸国の主張は，次のように要約される．⑴間接
侵略という概念が曖昧であり，その定義が困難
である．⑵自衛権を発動するほど重大とは言え
ない事態が間接侵略に含まれることにより，自
衛の名の下で大国による過度な反撃行為がなさ
れることが懸念される．⑶自決権を行使する人
民に対する支援が間接侵略であるとみなされ
るべきではない．森本（2005），前掲論文（注
11），248─251 頁．

20）森本（2006），前掲論文（注 11），233─236，
246 頁．

21）1972 のフィンランド提案の結果，翌 1973 年
には deminis 条項を含む第 4 条（及び第 2 条）
が暫定的に成立すると同時に，間接的な武力行
使に関する第 1 案と第 2 案を統合した第 3 条
⒢が暫定的に成立した．この第 3 条⒢は，「上
記の諸行為に相当する重大性を有する武力行為
を伴う侵入や攻撃を他国に対して実行する武装
集団，団体，不正規兵又は傭兵の，国家による
若しくは国家のための派遣，又は，かかる行
為に対する国家の公然かつ積極的参加（open 
and active participation）」と 規定 す る．つ ま
り，「派遣」に至らない「国家の公然かつ積極
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「国外」かではなく，ニカラグア事件 ICJ 判決
が示した「国境事件」か否かという基準を指
す．この事件では，ニカラグア軍によるホン
ジュラスとコスタリカ領域への越境軍事行動
が，「場所」（属地主義）の観点から後 2 国に対
する攻撃，つまり，後 2 国に帰属する攻撃であ
ることを前提として，その攻撃場所が「国境」
周辺に留まるか，それとも国家の中核地域にま
で広がりがあるかという点が問題視された．つ
まり，「場所」に関して，攻撃の客体に関する

「帰属」の側面は問題視されておらず，ニカラ
グア軍の攻撃の地理的範囲が「国境」地域に限
定されたものであったという意味で「規模と効
果」が小さいのではないかという点が問題視さ
れたのである．実際，ICJ 自身も，「国境事件」

か否かという意味における「場所」の問題を，
「規模と効果」の問題として扱っている．I. C. J. 
Reports, 1986, pp. 103─104, para. 195 （本稿注 1
の下線（エ）（オ）を含む一行）参照．浅田も
この問題を「自衛権行使の量的・質的条件─マ
イナー自衛権」と題する節中で論じており，帰
属の問題というよりも，行為の烈度・規模に関
する量的・質的問題として扱っているものと思
われる．浅田正彦「日本と自衛権─個別的自衛
権を中心に」，国際法学会編『日本と国際法の
100 年（10）安全保障』三省堂，2001 年，28─
35 頁．

　　このように考えると，同じ「場所」の問題で
あっても，ニカラグア事件の場合における「国
境事件」か否かという問題は「帰属」の問題
というよりも，Gray の指摘通り「規模と効果」
に関する問題であるといえよう．他方，テロの
発生地が「国内」か「国外」かという問題は，
Stahn の指摘通り「武力攻撃」の客体に関する
帰属の問題として捉えた方が適切であろう．

75）非量的要素は，「規模と効果の基準」の構成
要素となりえるかもしれない．例えば，侵略の
定義決議第 3 条の列挙行為か否か，という行
為の種類による区別である．第 4 条は第 3 条
列挙行為の非網羅性を規定しているので，この
区別は決定的な意味を持つものではないが，逆
に全く意味がないとすれば，そもそも同決議
で「侵略行為の例」を列挙する必要はなく，単
に第 1 条の一般的定義と，第 2 条の「行為又は
その結果の重大性」の，2 つの基準だけを示せ
ばよかったということにもなろう．実際，列挙
/非列挙の区別に一定の意義を認める見解もあ
る．例えば，侵略の定義決議の起草過程におい
て，スウェーデンは次のように述べる．「列挙
行為の 1 つを最初に実行したことにより侵略国
であるとして非難される国は，列挙事由に含ま
れていないが，侵略を構成すると思われる他の
行為に対抗するために，それを実行したのであ
ると反論することができる．リストの価値は，
列挙行為が侵略の推定を受け，その推定を覆す
責任が列挙行為を実行した国の側にあるという
点にある．」つまり，列挙行為と非列挙行為と
では，原則として侵略の推定がなされるか否か
が異なり，従って，侵略の存在の立証責任は列
挙行為を実施した国のみに課せられるという．
A/C. 6/SR. 1472 （9 October 1974）, p. 44.「リ
ストはマイナーな性格の違法行為に関知してお
らず，重大な結果・メジャーな行為の例を提示
するものである」とする意見も出されている．
A/8019 （1970）, p. 33. 又，有力説によれば，「武
力攻撃」概念は「侵略」概念に含まれる，より
狭い概念であるとされる．これに従えば，「侵
略」概念の中核とされる列挙行為を軸に，「武

（444）
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力攻撃」の内実が検討されることになろう．
Cf．Randelzhofer, supra note 1, pp．795, 796─ 
 
 
 
 

802；浅田（2001・2002），前掲論文（注 75・1），
38・78 頁．

［こんどう　わたる　横浜国立大学大学院国際社
会科学研究科博士課程後期］

（445）




